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活動におけるガイドライン①

「こども食堂・フードパントリー開設
簡易ハンドブック」作成のおしらせ

業種別ガイドライン



活動におけるガイドライン②

地域の通いの場の再開に向けた新型コ
ロナウイルス対策ガイド

自然学校等における新型コロナウイル
ス対応ガイドライン



ウェビナーのポータルサイト
「NPO Doors」開設

https://npo-webinar.jp/



資金面の情報



雇用調整助成金｜NPOの注意点①

問85 NPO等で職員等の賃金に公費が支払われている事業主について≈

交付金や委託費等により、地方公共団体から明確に人件費が支払われて

い る労働者については、休業手当の支払い等事業主における
負担がないことから、雇用調整助成金の対象とはなり
ません。 しかしながら、自前事業による収入から賃金を支払っている
労働者については、 要件を満たせば雇用調整助成金の対象となる可能性
があります。 その確認については、精算書類等で確認させていただきま
す。

雇用調整助成金 FAQ(令和2年5月 29 日現在版)より｜https://www.mhlw.go.jp/content/000635722.pdf



雇用調整助成金｜NPOの注意点②

問86 NPO等の生産指標について

生産要件の指標については、雇用量の変動と相関が高い指標としており、
業種等により個別に判断するものです。
会費、寄付金は、通常、雇用量の変動と相関関係が高い指標とは
言えません。
例えば、書籍等の販売売上や講演会やイベントの実施数の減少等、労働
者の 業務量への影響が高い指標が当たります。
しかしながら、労働者の主たる業務が会費・寄付金を集めることで
あって、 景気の悪化により会費・寄付金が集まらないことを想定し、当
該労働者を休業させる場合等、例外的に生産指標に該当することが
あり得ますのでご相談下さい。
雇用調整助成金 FAQ(令和2年5月 29 日現在版)より｜https://www.mhlw.go.jp/content/000635722.pdf



民間助成金情報(2020.06.18時点)

地域助け合い基金（随時・期限なし）

新型コロナウイルス感染症の拡大防止策に対する支援（随時・期限なし）

ウェスレー財団新型コロナウイルス感染拡大による特別活動支援金（随時・期限なし）

新型コロナウイルス感染症『医療崩壊』防止活動支援プログラム（6/30〆）

READYFOR拡大防止活動基金（随時・7/2〆）

今後、休眠預金のコロナ対策枠による支援も始まります。

チャリティスマイル緊急助成（6/18〆）

アジア・市民交流助成＜新型コロナウイルス対応 特別プログラム＞（10月中旬ごろ〆）

キューピー未来たまご財団「新型コロナ禍対応特別助成金」（6/20〆）


